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内外情勢の回顧と展望（令和5年版）の
発行に当たって

公安調査庁長官　和田　雅樹

　我が国を取り巻く内外の諸情勢は一層厳しさを増しています。
　国外では、北朝鮮が過去に例を見ない頻度で弾道ミサイルの発射を繰り返し、我
が国上空を通過させ、世界各地でも国際テロが続発しています。周辺諸国を見まし
ても、ロシアがウクライナを侵略したことに加え、我が国との平和条約交渉を中断
させ、また、中国が尖閣諸島周辺の領海に中国海警局所属船舶を度々侵入させたほか、
対台湾の軍事演習に際して我が国EEZ内に弾道ミサイルを落下させるなどしており、
こうした動向は、我が国の外交・安全保障に影響を与えるものとなっています。
　一方、国内では、いわゆるオウム真理教が現在も危険な体質を堅持しているほか、
過激派が組織の維持・拡大に向けた活動に取り組むなど、警戒が必要です。
　特に近年では、我が国企業や大学等が保有する技術・データ・製品等の獲得に向
けた経済安全保障上懸念される動きや、情報窃取や重要インフラの破壊等を目的と
したサイバー空間上の脅威動向なども注視する必要があります。
　公安調査庁は、我が国の外交・安全保障や公共の安全にとって深刻かつ重大な脅
威となるこうした諸情勢に関する情報を収集・分析し、これを関係機関に提供する
ことで、政府の各種施策に寄与しています。今後も、我が国情報コミュニティのコ
アメンバーとして、国益や国民の安全・安心を確保するべく尽力してまいります。
　本資料は、おおむね前年1年間に起こった公共の安全に関わる国内外の諸情勢に
ついて、俯瞰的・多面的な視点で捉え、毎年1月に発行しているものです。今回、
特集として、国際社会が注視するウクライナ情勢のほか、近年新たな脅威となって
いる経済安全保障やサイバー関連動向を取り上げています。
　我が国を取り巻く内外の諸情勢は刻々と変化し続け、複雑かつ不透明なものとなっ
ています。皆様が内外情勢に関する理解を深める一助として本資料を御活用いただ
ければ幸いです。
　公安調査庁の業務推進には国民の皆様の御理解が不
可欠であり、今後とも国民の皆様への情報発信に一層
努める所存です。私自身も講演会等でお話をさせてい
ただくなど、「広報力」の強化に鋭意取り組んでおり
ますが、まずは本資料を一つのきっかけとして、公安
調査庁の業務への御理解・御支援を賜りますよう、こ
の場をお借りして、心からお願い申し上げます。
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1月 2月

4日、北京2022オリンピック冬季
競技大会が開幕（写真提供：新華社
/共同通信イメージズ）

24日、ロシアがウクライナへの侵略を開
始（写真提供：ZUMA Press/アフロ）

13日、ウクライナ政府機関等における
ウェブサイトの改ざんが行われたほか、
マルウェア感染により、ウェブサイトの
接続障害等が発生（写真提供：ロイター/
アフロ）

5月11日、経済安全保障推進法
が参議院本会議で可決され、
成立（写真提供：毎日新聞社/
アフロ）

24日、日本 で 日米豪印
（QUAD）首脳会合が開催
（首相官邸ウェブサイト
〈https://www.kantei.
go.jp〉）

28日、日本赤軍最高幹部・重信房子が、懲役20
年の刑期を終えて、東日本成人矯正医療セン
ターから釈放（写真提供：共同通信社）
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4月

5日、ウクライナからの避難民を乗せてポー
ランドから出発した政府専用機が羽田空港
に到着（写真提供：共同通信社）

6月

29日、北大西洋条約機構（NATO）は、首脳会合で、
フィンランド及びスウェーデンの加盟に合意（写真
提供：Â©Beata Zawrzel/ZUMA Press Wire/共
同通信イメージズ）

25日、北朝鮮が朝鮮人民
革命軍創建90周年慶祝
閲兵式を開催。新型大陸
間弾道ミサイル（ICBM）
などを公開（写真提供：コ
リアメディア提供・共同）

3月

9日、韓国の大統領選挙で、尹錫悦（ユン・ソン
ニョル）氏が当選（写真提供：共同通信社）

7月

9日、スリランカで大
統領等の退陣を求め
る大規模な抗議活動
が発生（写真提供：ロ
イター/アフロ）

7日、英国のジョンソン首相が保守党党首の
辞意を表明（写真提供：AFP＝時事）



内外情勢の回顧と展望4

10月

8月

2日、米国のペローシ下院議長が台湾を訪問し、蔡英
文総統 と 会談（ 写真提供：Â© Chien Chih-Hung/
Taiwan President/Planet Pix via ZUMA Press 
Wire/共同通信イメージズ）

4日、北朝鮮が発射した弾道ミサイルが我が国上
空を通過し太平洋に落下。5年ぶりにJアラート
が発令（写真提供：AP/アフロ）

23日、中国共産党第20期中央委
員会第1回全体会議で中央委員会
総書記に習近平が選出（写真提
供：新華社/共同通信イメージズ）

29日、アフリカのソマリアでテロが発生し、少な
くとも約100人が死亡。「アルカイダ」関連組織「ア
ル・シャバーブ」が犯行声明（写真提供：AP/アフロ）

1日、米国のバイデン大統領が、「アルカイダ」最高指導者
ザワヒリを空爆により殺害したと発表（写真提供：AFP＝
時事）

4日、中国が台湾周辺
で実施した軍事演習
において発射された
弾道ミサイルの一部
が我が国のEEZ内に
落下（写真提供：新華
社/アフロ）
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11月

9月

12日～19日、岸田総理は、第25回日 ASEAN 首脳会議
（於：カンボジア）、G20首脳会合（於：インドネシア）及び
APEC首脳会議（於：タイ）にそれぞれ出席（写真提供：共
同通信社）

19日、北朝鮮は、報道を通じて金正恩総書記の娘
とみられる少女を初公開（写真提供：朝鮮通信＝
共同）

14日、バイデン大統
領と習近平国家主席
が、対面での会談を
初めて実施（写真提
供：新華社/共同通信
イメージズ）

27日、参議院選挙の応
援演説中に銃撃され
て亡くなった安倍晋三
元総理の国葬儀が日
本武道館にて開催（写
真提供：共同通信社）

30日、ロシアのプーチン大統領が、ウクライナ東・南部4州の
ロシアへの「併合」を宣言（写真提供：ZUMA Press/アフロ）

下旬、イラン各地で、髪を覆うスカーフの着用の仕
方が不適切だとして当局に拘束された女性の死亡
に対する抗議活動が発生し、世界各地に波及（写真
提供：Abaca/アフロ）



内外情勢の回顧と展望6

Conten t s
内外情勢の回顧と展望（令和5年版）の発行に当たって	 …………………………………� 1

特集１ ロシアによる�
ウクライナ侵略をめぐって�
揺れ動いた世界  

1 �長期化するウクライナ危機�………  10  

2 �対ロシア関係をめぐる 
国際社会の対応� ……………  12  

3 �ウクライナ侵略を受けた 
我が国内での動向� …………  14  
COLUMN①  �ロシアによるウクライナ侵略を捉えたイスラム過激組織の主張� …… 14
COLUMN②  �ロシアによるウクライナ侵略の中で狙われる製品� ……………………… 15

特集２ 経済安全保障関連
1 �重要技術・製品等の確保に向けた取組を継続する米中�………………………   16
2 �国内外の技術・製品の獲得に向けた動向�………………………………………………   18
3 �経済安全保障分野における公安調査庁の取組� …………………………………… 19

特集3 サイバー空間の広がりに伴う脅威の拡散
1 �公共空間としての重要性を増すサイバー空間� ……………………………………     21

COLUMN  �民主主義の基盤を脅かす懸念のある偽情報� …………………………………… 22
2 �活動主体の多様化が進むサイバー空間� ………………………………………………   23
3 �サイバーセキュリティ意識の向上に加え、 

メディア情報リテラシーの向上も課題� …………………………………………
   25

【国外情勢】

1 経済的苦況が続く中、“コロナ危機”をてこに金正恩総書記の
権威向上を図った北朝鮮� …………………… 27

COLUMN①  北朝鮮が公表した「有熱者」� ………………………………………………………… 29
COLUMN②  北朝鮮が金正恩総書記の娘を初公開� ……………………………………………… 29

2 ロシア・中国との“対米共闘”関係を誇示する北朝鮮� …………………………… 30

（写真提供：AP/アフロ）

北朝鮮・朝鮮総聯



目　次 7

3 日米韓の対話呼び掛けに応じず、�
軍事力強化に注力する北朝鮮� ……… 31

  

COLUMN  �戦術核運用に向けた 
弾道ミサイル開発� ……………………… 33

4 金正恩「書簡」の実践に取り組む朝鮮総聯� …… 34
COLUMN  �「外柔内剛」路線と金正恩「書簡」� …… 36

1
習近平総書記は3期目に突入、�
“一強体制”を確立し「強国」を�
目指す方針を掲げる一方、�
多くの課題が山積�

………… 37

COLUMN  �党の中央指導幹部人事は、 
年齢より忠誠心を重視か� ……………… 41

2 国際的な安全保障を導く独自の理念を提唱し、 
影響力拡大に向けた取組を加速させる中国�

……………………………………… 42

COLUMN  �10周年の岐路に立つ「一帯一路」�……………………………………………………… 45
3 中国が大規模な対台湾軍事演習を実施、緊張高まる台湾海峡情勢� ………   46

COLUMN  �台湾の偽情報（ディスインフォメーション）対策� ………………………………… 49

4 台湾海峡情勢をめぐる緊張が高まる中、 
我が国との関係改善を模索する中国�

………………………………………………… 49

1 ウクライナ侵略により西側との対立が深まる中、�
国際的な孤立回避と国内の安定に腐心するプーチン政権� ……………… 53

COLUMN①  �加速するロシアの脱ドル化� …………………………………………………………… 55
COLUMN②  �“愛国”教育を強化するプーチン政権�……………………………………………… 55

2
ウクライナ侵略により日露関係が 
全面的に停滞する中、ロシアは 
北方領土周辺での軍事的活動を活発化

�…… 56

COLUMN  �在日ロシア大使館の情報発信� …………  58

（写真提供：EPA=時事）

（写真提供：共同通信社）

（写真提供：Sputnik/共同通信イメージズ）

中国

ロシア



内外情勢の回顧と展望8

1 アフガニスタンを起点とする国際テロの懸念と�
アフリカを始めとする世界各地で続発する国際テロの脅威� ………… 59

COLUMN  �国際テロ組織が活動を続けるアフガニスタン� …………………………………… 59

2 新最高指導者の下、組織の結束を誇示する 
「イラク・レバントのイスラム国」（ISIL）� …………………………………………… 60

COLUMN  �「イラク・レバントのイスラム国」（ISIL）の 
呼び掛けを受けた刑務所等襲撃事件が続発� ……………………………………… 61

3 米国による最高指導者殺害発表後の 
動向が注目される「アルカイダ」� ……………………………………………………… 62

4 世界各地で今なおテロが発生する中、 
特にアフリカではテロが続発�

…………………………………………………… 63

COLUMN  �インドでのイスラム教預言者ムハンマド等に関する 
「冒とく」発言をめぐり各地のイスラム過激組織が反発� ……………………… 67

軍事転用可能物資・技術等の 
獲得を狙った活動�

………………  68

【国内情勢】

1 危険な体質を堅持しつつ、組織防衛を図るオウム真理教� …………… 71
COLUMN  �再発防止処分請求撤回後の 

「Aleph」の現状等� ……………  73

2 依然として“麻原絶対”を掲げる主流派� ……  75
COLUMN  �「Aleph」が展開する勧誘活動の実態� ……  77

3 “麻原隠し”を継続しつつも麻原の 
影響下にあることに変化のない上祐派� ……  78

（写真提供：朝鮮中央通信=共同）

国際テロ

大量破壊兵器関連物資等をめぐる動向

オウム真理教



目　次 9

ロシアによるウクライナ侵略や 
故安倍晋三元総理の国葬儀などを 
捉えて各種活動を展開した過激派�

…………  79

COLUMN  �釈放された日本赤軍最高幹部・ 
重信房子� …………  81

岸田政権との対決姿勢を強調するも、 
参院選で後退した共産党�

……  82

COLUMN  �コロナ禍に乗じて若年層の 
取り込みを図る民青・共産党�……………  83

ロシアによるウクライナ侵略や 
近隣諸国との諸問題を捉えて 
活動した右翼団体など�

………………  84

（写真提供：共同通信社）

共産党

巻末資料（1月～11月国内外の主要公安動向）� ……………………………………………  86
情報発信�………………………………………………………………………………………………  93

※�　この内外情勢の回顧と展望（令和5年版）は、令和4年（2022年）における内外公安動向を回顧し（11
月現在）、今後を展望したものです。なお、本文中、特に断りのない限り「○月」との表記は、原則として
令和4年（2022年）の当該月を指し、本文に記載した人物の肩書は当時のものとしています。

※�　 は参照箇所を示しています。

過激派

右翼団体など


